
【東京都】中小規模事業所向け 省エネ型換気・空調設備導入支援事業 

補 助 対 象

建築物 都内の中小規模事業所

対象者 
都内で中小規模事業所を所有・使用する者 

※リース・ESCO との共同申請可  

設備 換気設備、空調設備

経費 設計費、設備費、工事費、処分費

補助率 対象経費の１/2

1,000 万円 

執行団体：公益財団法人 東京都環境公社 東京都地球温暖化防止活動センター

令和３年7月7日（水）～ 令和４年2月28日（月）※先着順

令和３年度 



概要版

※（）内の数字は、公募要領の該当ページ

都内で当該中小規模事業所を所有し、又は使用する中小企業者等に対し、高効率な換気設備と空調設備の導入に要する費用
の一部を助成

登記簿謄本、納税証明書、3社以上の見積書および費用の算出根拠、省エネ計算シート（指定様式）　等

令和３年７月７日（水） ～ 令和４年２月２８日（月）　※先着順

（令和３年４月１日～７月６日までに契約・発注した経費で、本事業要件を満たすものは補助対象）1

都内の中小規模事業所
［対象外］ 住居部分1

補助対象経費の１／２　　（上限：１，０００万円）

令和3年7月6日
（株）小泉　業務推進部、環境事業部

本資料は公募要領の概要をまとめたものです。必ず公募要領等をご確認下さい。

［東京都］ 中小規模事業所向け省エネ型換気・空調設備導入支援事業補助金名称

以下のいずれかに該当し、都内で中小規模事業所を所有・使用する者
　中小企業者、個人事業主、学校法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、医療法人、社会福祉法人
　公益財団法人及び特定非営利活動法人　など　※ESCO事業者・リース等事業者との共同申請可

［対象外］ 大企業（株主や役員に大企業が関わる場合は要件あり）1

補助対象
設備

公募期間

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/vent

公益財団法人 東京都環境公社 東京都地球温暖化防止活動センター
中小規模事業所向け省エネ型換気・空調設備導入支援事業ヘルプデスク
 ［TEL］ 03-5990-5089 ［mail］ cnt-jigyoshien@tokyokankyo.jp

問合わせ先

ホームページ

設計費、設備費、工事費、処分費

・ 東京都暴力団排除条例に掲げる項目へ助成対象事業者や従業員、構成員などの関連者が該当しないこと
・ 補助対象経費内に自社又は資本関係にある会社からの調達分がある場合、利益等排除の対象となる
・ 区市町村から本補助対象経費と同一の補助を受ける場合、本補助金額と比較し上回る場合は区市町村の補助金額を差し
　引いた金額を交付額とする（可否は区市町村に確認する事）
・ 地球温暖化対策報告書の提出、都及び公社への効果分析の為のデータ提供、アンケート調査等に協力する事

必要書類

補助対象
経費

補助対象
施設

その他

補助率
と上限

事業概要

補助対象者

事業の流れ
（P2）

審査から交付決定まで
およそ１ヵ月

交付決定後、工事着手前に
速やかに契約を行うこと

工事完了日から30日以内
(最終期限: 令和4年11月30日)

先着順

地球温暖化対策報告書の提出

実績の報告1

実績報告

工事完了の翌年度から３年間

※令和3年4月1日から募集開始日
の前日までに契約・発注した経

費で、本事業の要件を全て満た

すものについては、助成対象。

完了届には地球温暖化対策報告
書の添付が必要。作成に時間を
要する場合があるため、余裕を
持って準備をすること。

要件 設備区分要件

　　高効率換気設備 比消費電力が0.4W/(m
3
/h)以下

熱交換型換気設備
(私立学校、工場、倉庫、その他公社が認める施設のみ)

・ JIS B 8628に規定される機器
・ 熱交換率が40％以上

　　換気・空調一体型設備 空調設備の要件を満たす設備

電気式パッケージ形空調機

ガスヒートポンプ式空調機

中央熱源式空調機 クレジット算定ガイドライン
※
の認定基準を満たすもの

ルームエアコン 統一省エネルギーラベル4つ星以上

※ 各設備基準は東京都環境局HPを参照

設備区分

◇ 換気設備
　　（必須）

　更新・増設・新設

◇ 空調設備

　更新のみ

下記のいずれかの基準を満たすもの

 ・ 導入推奨機器指定要綱
※
の指定基準

 ・ クレジット算定ガイドライン※

［対象外］冷房専用、水冷式、スポットエアコン など
・ 換気設備と同時に更新
・ 導入する換気設備の換気範囲内の
　室に設置するもの

導入により換気量が1人当たり30m3/h
以上で、かつ、導入前より換気量が
減少していないこと


